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    人事委員会規則 

和歌山県人事委員会規則第9号 

 職員の給与に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成31年3月29日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正 

職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 

 職員の給与に関する規則（昭和32年和歌山県人事委員会規則第23号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第10号 

 教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成31年3月29日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正 

県 章 

発行 和   歌   山   県 

和歌山市小松原通一丁目 1番地 

毎週火、金曜日発行 和歌山県報

改 正 後 改 正 前

（一時差止処分に係る在職期間） （一時差止処分に係る在職期間）
第13条の 6 略 第13条の 6 略
2 前条第 3 項各号に掲げる者が引き続き条例の 2 前条第 2 項各号に掲げる者が引き続き条例の
適用を受ける職員となった場合は、それらの者 適用を受ける職員となった場合は、それらの者
として在職した期間は、前項の在職期間とみな として在職した期間は、前項の在職期間とみな
す。 す。
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教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 

 教育職員の給与に関する規則（昭和32年和歌山県人事委員会規則第24号）の一部を次のように改正する。

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。ただし、第11条の2第3項の改正規定は、平成31年4月1日から施行

する。 

 

和歌山県人事委員会規則第11号 

 警察職員の給与に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成31年3月29日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正 

警察職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 

 警察職員の給与に関する規則（昭和29年和歌山県人事委員会規則第8号）の一部を次のように改正する。

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

（管理職手当） （管理職手当）
第11条の 2 略 第11条の 2 略
2 略 2 略
3 管理職手当の支給される職員が月の初日から 3 管理職手当の支給される職員が月の初日から
末日までの期間の全日数にわたって勤務しなか 末日までの期間の全日数にわたって勤務しなか
った場合（条例第22条第 1項の場合及び公務上 った場合（条例第22条第 1項の場合並びに公務
の負傷若しくは疾病若しくは地方公務員災害補 上の負傷若しくは疾病若しくは地方公務員災害
償法（昭和42年法律第1 2 1号。以下「補償法」 補償法（昭和42年法律第1 2 1号。以下「補償法
という。）第 2条第 2 項に規定する通勤による 」という。）第 2条第 2 項に規定する通勤によ
負傷若しくは疾病（外国機関等派遣条例第 3条 る負傷若しくは疾病（外国機関等派遣条例第 3
第 1 項に規定する派遣職員（以下「外国派遣職 条第 1 項に規定する派遣職員（以下「外国派遣
員」という。）の派遣先の業務上の負傷若しく 職員」という。）の派遣先の業務上の負傷若し
は疾病又は同法第 2条第 2 項に規定する通勤に くは疾病又は同法第 2条第 2 項に規定する通勤
よる負傷若しくは疾病を含む。）又は公益的法 による負傷若しくは疾病を含む。）又は公益的
人等派遣条例第 3条第 1 号に規定する派遣職員 法人等派遣条例第 3条第 1 号に規定する派遣職
（以下「公益的法人等派遣職員」という。）、 員（以下「公益的法人等派遣職員」という。）
公益的法人等派遣条例第12条第 1号に規定する 若しくは公益的法人等派遣条例第12条第 1号に
退職派遣者（以下「退職派遣者」という。）若 規定する退職派遣者（以下「退職派遣者」とい
しくは民間資金等の活用による公共施設等の整 う。）の派遣先の業務上の負傷若しくは疾病若
備等の促進に関する法律（平成11年法律第1 1 7 しくは労働者災害補償保険法（昭和22年法律第
号）第79条第１項に規定する地方派遣職員の派 50号）第 7条第 2 項に規定する通勤（派遣先の
遣先の業務上の負傷若しくは疾病若しくは労働 業務に係る就業の場所を補償法第 2条第 2 項第
者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）第 7 1 号及び第 2 号に規定する勤務場所とみなした
条第 2 項に規定する通勤（派遣先の業務に係る 場合に同項に規定する通勤に該当するものに限
就業の場所を補償法第 2条第 2 項第 1 号及び第 る。）による負傷若しくは疾病により、承認を
2 号に規定する勤務場所とみなした場合に同項 得て勤務しなかった場合を除く。）は、当該職
に規定する通勤に該当するものに限る。）によ 員に管理職手当を支給することができない。
る負傷若しくは疾病により、承認を得て勤務し
なかった場合を除く。）は、当該職員に管理職
手当を支給することができない。

4 略 4 略

（一時差止処分に係る在職期間） （一時差止処分に係る在職期間）
第14条の 6 略 第14条の 6 略
2 前条第 3 項各号に掲げる者が引き続き条例の 2 前条第 2 項各号に掲げる者が引き続き条例の
適用を受ける職員となった場合は、それらの者 適用を受ける職員となった場合は、それらの者
として在職した期間は、前項の在職期間とみな として在職した期間は、前項の在職期間とみな
す。 す。

改 正 後 改 正 前

（管理職手当） （管理職手当）



    和歌山県報  号外（5） 平成 31 年 3 月 29 日（金曜日） 

－ 3 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。ただし、第10条第2項の改正規定は、平成31年4月1日から施行す

る。 

 

和歌山県人事委員会規則第12号 

 職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成31年3月29日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正 

職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則 

 職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（平成5年和歌山県人事委員会規則第1号）の一部を次

のように改正する。 

第10条 略 第10条 略
2 管理職手当の支給される警察官が月の初日か 2 管理職手当の支給される警察官が月の初日か
ら末日までの期間の全日数にわたって勤務しな ら末日までの期間の全日数にわたって勤務しな
かった場合（条例第24条第 1項の場合及び公務 かった場合（条例第24条第 1項の場合並びに公
上の負傷若しくは疾病若しくは地方公務員災害 務上の負傷若しくは疾病若しくは地方公務員災
補償法（昭和42年法律第1 2 1号。以下「補償法 害補償法（昭和42年法律第1 2 1号。以下「補償
」という。）第 2条第 2 項に規定する通勤によ 法」という。）第 2条第 2 項に規定する通勤に
る負傷若しくは疾病（外国機関等派遣条例第 3 よる負傷若しくは疾病（外国機関等派遣条例第
条第 1 項に規定する派遣職員（以下「外国派遣 3条第 1 項に規定する派遣職員（以下「外国派
職員」という。）の派遣先の業務上の負傷若し 遣職員」という。）の派遣先の業務上の負傷若
くは疾病又は同法第 2条第 2 項に規定する通勤 しくは疾病又は同法第 2条第 2 項に規定する通
による負傷若しくは疾病を含む。）又は公益的 勤による負傷若しくは疾病を含む。）又は公益
法人等派遣条例第 3条第 1 号に規定する派遣職 的法人等派遣条例第 3条第 1 号に規定する派遣
員（以下「公益的法人等派遣職員」という。） 職員（以下「公益的法人等派遣職員」という。
、退職派遣者若しくは民間資金等の活用による ）若しくは退職派遣者の派遣先の業務上の負傷
公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 若しくは疾病若しくは労働者災害補償保険法（
11年法律第1 1 7号）第79条第１項に規定する地 昭和22年法律第50号）第 7条第 2 項に規定する
方派遣職員の派遣先の業務上の負傷若しくは疾 通勤（派遣先の業務に係る就業の場所を補償法
病若しくは労働者災害補償保険法（昭和22年法 第 2条第 2 項第 1 号及び第 2 号に規定する勤務
律第50号）第 7条第 2 項に規定する通勤（派遣 場所をみなした場合に同項に規定する通勤に該
先の業務に係る就業の場所を補償法第 2条第 2 当するものに限る。）による負傷若しくは疾病
項第 1 号及び第 2 号に規定する勤務場所とみな により、承認を得て勤務しなかった場合を除く
した場合に同項に規定する通勤に該当するもの 。）は、当該警察官に管理職手当を支給するこ
に限る。）による負傷若しくは疾病により、承 とができない。
認を得て勤務しなかった場合を除く。）は、当
該警察官に管理職手当を支給することができな
い。

3 略 3 略

（宿日直手当） （宿日直手当）
第11条 宿日直手当の額は、その勤務 1回につき 第11条 宿日直手当の額は、その勤務 1回につき

、次の各号に掲げる額とする。ただし、勤務時 、次の各号に掲げる額とする。ただし、勤務時
間が 5時間未満の場合は、当該各号に掲げる額 間が 5時間未満の場合は、当該各号に掲げる額
に1 0 0分の50を乗じて得た額とする。 に1 0 0分の50を乗じて得た額とする。

略 略(１) (１)
条例第17条第 2項に規定する管理又は監督 条例第17条第 2項に規定する管理又は監督(２) (２)

の業務その他特殊な業務を主として行う宿日 の業務その他特殊な業務を主として行う宿直
直勤務については、7,400円 勤務については、7,400円

2・ 3 略 2・ 3 略
4 条例第17条第 2 項に規定する「管理又は監督 4 条例第17条第 2 項に規定する「管理又は監督
の業務その他特殊な業務を主として行う宿日直 の業務その他特殊な業務を主として行う宿直勤
勤務」とは、次の各号に掲げる勤務とする。 務」とは、次の各号に掲げる勤務とする。

・ 略 ・ 略(１) (２) (１) (２)
5 略 5 略

（一時差止処分に係る在職期間） （一時差止処分に係る在職期間）
第14条の 6 略 第14条の 6 略
2 前条第 3 項各号に掲げる者が引き続き条例の 2 前条第 2 項各号に掲げる者が引き続き条例の
適用を受ける警察官となった場合は、それらの 適用を受ける警察官となった場合は、それらの
者として在職した期間は、前項の在職期間とみ 者として在職した期間は、前項の在職期間とみ
なす。 なす。
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 別表第1アの表を次のように改める。 

 ア 行政職給料表級別職務分類表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職務の級

１ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級 ８ 級 ９ 級

組織

知 共 通 ※福祉主事

事 又は福祉

技師

※医療主事

又は医療

技師

本 庁 ※航 海 士 ※主査航海 ※船 長 総括課長 ※室 長 知事室次 危機管理

士 補佐 長 監

※機 関 士 ※機 関 長 副 室 長

※主査機関 政策審議 行政改革 監察査察

※通 信 士 士 員 分 室 長 担当参事 監

副主査航 改革推進 旅券事務 国際担当 知事室長

海士 員 長 参事

理 事

副主査機 監察査察 総括審議 生活安全

関士 員 員 参事 技 監

検査専門 調 査 員 総括監察 食品安全 会計管理

員 査察員 参事 者

検 査 員

総括検査 ねんりん 労働政策

主任航海 員 ピック担 参事

士 当参事

主任機関 会計局長

士

地 共 通 専門技術 総括専門

方 員 員

機

関 調 査 員

振 興 局 出張所長 ※所 長

会計専門 支 所 長

員

副 参 事

会計駐在

員 次 長

旅券駐在 支所次長

員

検 査 員

入札契約

統括員

東京事務所 企業誘致

統括員

県税事務所 県税窓口 次 長

統括員

消 防 学 校 ※教務主任 副 校 長

防災航空セ 次 長

ンター

文 書 館 次 長

環境衛生研 次 長

究センター
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消費生活セ 支 所 長 次 長

ンター

子ども・女 室 長 次 長

性・障害者

相談センタ

ー

紀南児童相 次 長

談所

分 室 長

仙 渓 学 園 次 長

精神保健福 次 長

祉センター

保 健 所 支 所 長

次 長

支所次長

高等看護学 事務長代 事 務 長 副学院長

院 理

こころの医 事務局次 事務局長

療センター 長

公営競技事 次 長

務所

産業技術専 ※職業指導 副学院長

門学院 員

工業技術セ 副 所 長

ンター

水産試験場 ※航 海 士 ※主査航海 ※船 長 主任航海

士 士

※機 関 士 ※機 関 長

※主査機関 主任機関

※通 信 士 士 士

副主査航

海士

副主査機

関士

農林大学校 助 教 総務部長 所 長

農学部長 副 校 長

次 長 教 授

准 教 授 林業研修

部長

和歌山下津 次 長

港湾事務所

土砂災害 所 長

啓発セン

ター

県 議 会 調 査 員 総括調査 事務局次

員 長

秘書広報

室長

教 共 通 ※指導主事 主任指導

育 主事

委 ※社会教育

員 主事 主任社会

会 教育主事

※教育相談

主事 主任教育

相談主事
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 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 
 
 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

別表第 9 休職期間等換算表（第44条関係） 別表第 9 休職期間等換算表（第44条関係）

略 略

※専 門 員

本 庁 ※体育指導 ※人事主事 分 室 長 室 長 教育企画

員 監

※政策推進 教育企画

員 員 局 長

地 教育センタ 教育相談 副 所 長

方 ー学びの丘 室長
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   附 則 

 この規則は、平成31年4月1日から施行する。ただし、「限る」を「限る。以下同じ」に改める改正規定

は、公布の日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第13号 

 教育職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成31年3月29日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正 

教育職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則 

 教育職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（平成5年和歌山県人事委員会規則第2号）の一部

を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

別表第 9 休職期間等換算表（第39条関係） 別表第 9 休職期間等換算表（第39条関係）

略 略

備考 外国派遣職員、公益的法人等派遣職員、 備考 外国派遣職員、公益的法人等派遣職員及
公益的法人等派遣条例第12条第 1号に規定す び公益的法人等派遣条例第12条第 1号に規定
る退職派遣者及び民間資金等の活用による公 する退職派遣者に関するこの表の適用につい
共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 ては、派遣先の業務、公益的法人等派遣条例
11年法律第1 1 7号。以下「民間資金法」とい 第 2条第 3 項に規定する派遣先団体において
う。）第79条第 1 項に規定する地方派遣職員 就いていた業務（当該業務に係る労働者災害
に関するこの表の適用については、派遣先の 補償保険法（昭和22年法律第50号。以下「保
業務、公益的法人等派遣条例第 2条第 3 項に 険法」という。）第 7条第 2 項に規定する通
規定する派遣先団体において就いていた業務 勤（当該業務に係る就業の場所を地方公務員
（当該業務に係る労働者災害補償保険法（昭 災害補償法第 2条第 2 項第 1 号及び第 2 号に
和22年法律第50号。以下「保険法」という。 規定する勤務場所とみなした場合に同項に規
）第 7条第 2 項に規定する通勤（当該業務に 定する通勤に該当するものに限る。）を含む
係る就業の場所を地方公務員災害補償法第 2 。）及び公益的法人等派遣条例第10条に規定
条第 2 項第 1 号及び第 2 号に規定する勤務場 する特定法人において就いていた業務（保険
所とみなした場合に同項に規定する通勤に該 法第 7条第 2 項に規定する通勤を含む。）を
当するものに限る。以下同じ。）を含む。） 公務とみなす。

備考 和歌山県職員定数条例（平成 9年和歌山 備考 和歌山県職員定数条例（平成 9年和歌山
県条例第 2号）第 2 条第 2 項第 1 号に規定す 県条例第 2号）第 2 条第 2 項第 1 号に規定す
る職員、外国派遣職員、公益的法人等派遣職 る職員、外国派遣職員、公益的法人等派遣職
員、公益的法人等派遣条例第12条第 1号に規 員及び公益的法人等派遣条例第12条第 1号に
定する退職派遣者及び民間資金等の活用によ 規定する退職派遣者に関するこの表の適用に
る公共施設等の整備等の促進に関する法律（ ついては、派遣先の業務、公益的法人等派遣
平成11年法律第1 1 7号。以下「民間資金法」 条例第 2条第 3 項に規定する派遣先団体にお
という。）第79条第 1 項に規定する地方派遣 いて就いていた業務（当該業務に係る労働者
職員に関するこの表の適用については、派遣 災害補償保険法（昭和22年法律第50号。以下
先の業務、公益的法人等派遣条例第 2条第 3 「保険法」という。）第 7条第 2 項に規定す
項に規定する派遣先団体において就いていた る通勤（当該業務に係る就業の場所を地方公
業務（当該業務に係る労働者災害補償保険法 務員災害補償法第 2条第 2 項第 1 号及び第 2
（昭和22年法律第50号。以下「保険法」とい 号に規定する勤務場所とみなした場合に同項
う。）第 7条第 2 項に規定する通勤（当該業 に規定する通勤に該当するものに限る。）を
務に係る就業の場所を地方公務員災害補償法 含む。）及び公益的法人等派遣条例第10条に
第 2条第 2 項第 1 号及び第 2 号に規定する勤 規定する特定法人において就いていた業務（
務場所とみなした場合に同項に規定する通勤 保険法第 7条第 2 項に規定する通勤を含む。
に該当するものに限る。以下同じ。）を含む ）を公務とみなす。
。）、公益的法人等派遣条例第10条に規定す
る特定法人において就いていた業務（保険法
第 7条第 2 項に規定する通勤を含む。）及び
民間資金法第 9条第 4 号に規定する公共施設
等運営権者の職員として就いていた業務（保
険法第 7条第 2 項に規定する通勤を含む。）
を公務とみなす。
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   附 則 

 この規則は、平成31年4月1日から施行する。ただし、「限る」を「限る。以下同じ」に改める改正規定

は、公布の日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第14号 

 警察官の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成31年3月29日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正 

警察官の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則 

 警察官の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（平成5年和歌山県人事委員会規則第3号）の一部を

次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 この規則は、平成31年4月1日から施行する。ただし、「限る」を「限る。以下同じ」に改める改正規定

は、公布の日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第15号 

 職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

改 正 後 改 正 前

別表第 9 休職期間等換算表（第37条関係） 別表第 9 休職期間等換算表（第37条関係）

略 略

備考 外国派遣職員、公益的法人等派遣職員、 備考 外国派遣職員、公益的法人等派遣職員及
公益的法人等派遣条例第12条第 1号に規定す び公益的法人等派遣条例第12条第 1号に規定
る退職派遣者及び民間資金等の活用による公 する退職派遣者に関するこの表の適用につい
共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 ては、派遣先の業務、公益的法人等派遣条例
11年法律第1 1 7号。以下「民間資金法」とい 第 2条第 3 項に規定する派遣先団体において
う。）第79条第 1 項に規定する地方派遣職員 就いていた業務（当該業務に係る労働者災害
に関するこの表の適用については、派遣先の 補償保険法（昭和22年法律第50号。以下「保
業務、公益的法人等派遣条例第 2条第 3 項に 険法」という。）第 7条第 2 項に規定する通
規定する派遣先団体において就いていた業務 勤（当該業務に係る就業の場所を地方公務員
（当該業務に係る労働者災害補償保険法（昭 災害補償法第 2条第 2 項第 1 号及び第 2 号に
和22年法律第50号。以下「保険法」という。 規定する勤務場所とみなした場合に同項に規
）第 7条第 2 項に規定する通勤（当該業務に 定する通勤に該当するものに限る。）を含む
係る就業の場所を地方公務員災害補償法第 2 。）及び公益的法人等派遣条例第10条に規定
条第 2 項第 1 号及び第 2 号に規定する勤務場 する特定法人において就いていた業務（保険
所とみなした場合に同項に規定する通勤に該 法第 7条第 2 項に規定する通勤を含む。）を
当するものに限る。以下同じ。）を含む。） 公務とみなす。
、公益的法人等派遣条例第10条に規定する特
定法人において就いていた業務（保険法第 7
条第 2 項に規定する通勤を含む。）及び民間
資金法第 9条第 4 号に規定する公共施設等運
営権者の職員として就いていた業務（保険法
第 7条第 2 項に規定する通勤を含む。）を公
務とみなす。

、公益的法人等派遣条例第10条に規定する特
定法人において就いていた業務（保険法第 7
条第 2 項に規定する通勤を含む。）及び民間
資金法第 9条第 4 号に規定する公共施設等運
営権者の職員として就いていた業務（保険法
第 7条第 2 項に規定する通勤を含む。）を公
務とみなす。
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  平成31年3月29日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正 

職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則 

 職員の管理職手当に関する規則（昭和39年和歌山県人事委員会規則第11号）の一部を次のように改正す 

る。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 別表第1を次のように改める。 

 別表第1（第2条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

（支給できない場合） （支給できない場合）
第 3条 管理職手当の支給される職員が月の初日 第 3条 管理職手当の支給される職員が月の初日

から末日までの期間の全日数にわたって勤務し から末日までの期間の全日数にわたって勤務し
なかった場合（条例第26条第 1項の場合及び公 なかった場合（条例第26条第 1項の場合並びに
務上の負傷若しくは疾病若しくは地方公務員災 公務上の負傷若しくは疾病若しくは地方公務員
害補償法（昭和42年法律第1 2 1号。以下「補償 災害補償法（昭和42年法律第1 2 1号。以下「補
法」という。）第 2条第 2 項に規定する通勤に 償法」という。）第 2条第 2 項に規定する通勤
よる負傷若しくは疾病（外国の地方公共団体の による負傷若しくは疾病（外国の地方公共団体
機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例 の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条
（昭和63年和歌山県条例第 5号）第 3 条第 1 項 例（昭和63年和歌山県条例第 5号）第 3 条第 1
に規定する派遣職員の派遣先の業務上の負傷若 項に規定する派遣職員の派遣先の業務上の負傷
しくは疾病又は同法第 2条第 2 項に規定する通 若しくは疾病又は同法第 2条第 2 項に規定する
勤による負傷若しくは疾病を含む。）又は公益 通勤による負傷若しくは疾病を含む。）又は公
的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成 益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平
13年和歌山県条例第56号。以下「公益的法人等 成13年和歌山県条例第56号。以下「公益的法人
派遣条例」という。）第 3条第 1 号に規定する 等派遣条例」という。）第 3条第 1 号に規定す
派遣職員、公益的法人等派遣条例第12条第 1号 る派遣職員若しくは公益的法人等派遣条例第12
に規定する退職派遣者若しくは民間資金等の活 条第 1号に規定する退職派遣者の派遣先の業務
用による公共施設等の整備等の促進に関する法 上の負傷若しくは疾病若しくは労働者災害補償
律（平成11年法律第1 1 7号）第79条第 1 項に規 保険法（昭和22年法律第50号）第 7条第 2 項に
定する地方派遣職員の派遣先の業務上の負傷若 規定する通勤（派遣先の業務に係る就業の場所
しくは疾病若しくは労働者災害補償保険法（昭 を補償法第 2条第 2 項第 1 号及び第 2 号に規定
和22年法律第50号）第 7条第 2 項に規定する通 する勤務場所とみなした場合に同項に規定する
勤（派遣先の業務に係る就業の場所を補償法第 通勤に該当するものに限る。）による負傷若し
2条第 2 項第 1 号及び第 2 号に規定する勤務場 くは疾病により、承認を得て勤務しなかった場
所とみなした場合に同項に規定する通勤に該当 合を除く。）は、当該職員に管理職手当を支給
するものに限る。）による負傷若しくは疾病に することができない。
より、承認を得て勤務しなかった場合を除く。
）は、当該職員に管理職手当を支給することが
できない。

支給区分 課 長 補 佐

部長又は 部長相 当職 次長 又は次長相 当職 課長又 は課長 相当 職 又 は 課 長

補佐相 当職

組 織 １ 種 ２ 種 ３ 種 ４ 種 ４ 種 ５ 種 ６ 種 ７ 種

知 本 庁 理 事 監察査察監 局 長 知事室次長 課 長 旅券事務長 副 課 長

事

危機管理監 参 事 生活安全参 行政改革担 企 画 員 企 画 員 副 室 長

事 当参事 （政策審議

知 事 室 長 技 監 課及び医務 室 長 総括審議員

国際担当参 課に置き、

部 長 労働政策参 事 本庁の課長 総括監察査

事 と同等の職 察員

会計管理者 食品安全参 務を行う者

事 に限る。） 主 幹

ねんりんピ 分 室 長

ック担当参

事 総括検査員
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参 事

地 共 通 企 画 員 総括専門員

方

機 総括研究員

関

主 幹

振 興 局 局 長 局 長 参 事 部 長 部 長 副 部 長

（海草振興

参 事 局地域振興 副 参 事 支 所 次 長

（那賀振興 部、那賀振

局に置く医 興局農林水 支 所 長 海南工事 事

療職給料表 産振興部、 務所次長

を 適用さ 有田振興局 海南工事事(１)

れる者に限 健康福祉部 務所長 紀の川流 域

る。） 、西牟婁振 下水道事 務

興局地域振 ダム管理事 所次長

興部及び西 務所長

牟婁振興局 近畿自動 車

建設部の長 紀の川流域 道紀南高 速

に限る。） 下水道事務 事務所次 長

所長

国道橋本建

設事務所長

近畿自動車

道紀南高速

事務所長

東京事 務所 所 長 次 長 企業誘致統

括員

県税事 務所 所 長 次 長

消 防 学 校 校 長 副 校 長

防災航 空セ 所 長

ンター

文 書 館 館 長 次 長

環境衛 生研 所 長 次 長

究セン ター

部 長

鳥獣保 護セ 所 長

ンター

消費生 活セ 所 長

ンター

男女共 同参 所 長

画セン ター

動物愛 護セ 所 長

ンター

子ども ・女 所 長 次 長

性・障 害者

相談セ ンタ 参 事

ー

紀南児 童相 所 長 次 長

談所

分 室 長

仙 渓 学 園 園 長 次 長

精神保 健福 所 長

祉セン ター

保 健 所 所 長 次 長

支 所 長 支 所 次 長

高等看 護学 学 院 長 副 学 院 長 事 務 長 教 務 主 幹

院

なぎ看 護学 参 事 学 校 長

校
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こころ の医 院 長 事 務 局 長 副 院 長

療セン ター

事務局次長

部 長

看護副部長

難病・ 子ど 所 長

も保健 相談

支援セ ンタ

ー

公営競 技事 参 事 所 長 次 長

務所

和歌山 産業 学 院 長 副 学 院 長

技術専 門学

院

田辺産 業技 学 院 長 副 学 院 長

術専門 学院

工業技 術セ 所 長 副 所 長

ンター

部 長

世界遺 産セ 所 長 事 務 長

ンター

農業試 験場 場 長 副 場 長

農業試 験場 所 長

暖地園 芸セ

ンター

果樹試 験場 場 長 副 場 長

果樹試 験場 所 長

かき・ もも

研究所

果樹試 験場 所 長

うめ研 究所

畜産試 験場 場 長

畜産試 験場 所 長

養鶏研 究所

林業試 験場 場 長 副 場 長

水産試 験場 場 長 副 場 長

農林大 学校 校 長 副 校 長

所 長 教 授

林業研修部

長

農作物 病害 所 長

虫防除 所

家畜保 健衛 所 長

生所

和歌山 下津 所 長 次 長

港湾事 務所

県 議 会 事 務 局 長 事務局次長 課 長 秘書広報室 副 課 長

長

総括調査員

教 本 庁 教育企画監 参 事 課 長 室 長 副 課 長

育

委 局 長 教育企画員 主 幹

員 地 教育支 援事 所 長

会 方 務所

機 教育セ ンタ 所 長 副 所 長

関 ー学び の丘

教育企画員

図 書 館 副 館 長 紀南図書館

長



    和歌山県報  号外（5） 平成 31 年 3 月 29 日（金曜日） 

－ 12 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 この規則は、平成31年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第16号 

 勤勉手当の支給基準に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成31年3月29日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正 

勤勉手当の支給基準に関する規則の一部を改正する規則 

 勤勉手当の支給基準に関する規則（平成18年和歌山県人事委員会規則第18号）の一部を次のように改正

する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近代美 術館 副 館 長

博 物 館 副 館 長 主 幹

紀伊風 土記 副 館 長

の丘

自然博 物館 副 館 長

県立学 校 事 務 長 事 務 長

警 本 部 参 事 官 課 長 室 長 次 席

察

監 察 官 センター長 副 所 長

（運転免許

課に置くも

のを除く。

）

選 本 庁 事 務 局 長 事務局次長

挙 地 分 局 分 局 長

管 方

理 機

委 関

員

会

監 査 委 員 事 務 局 長 課 長 副 課 長

総括調査員

人 事 委 員 会 事 務 局 長 課 長 副 課 長

労 働 委 員 会 事 務 局 長 事務局次長 課 長 副 課 長

海区漁業 調整委 員会 事 務 局 長

改 正 後 改 正 前

（勤務期間） （勤務期間）
第 4条 略 第 4条 略
2 前項の期間の算定については、次に掲げる期 2 前項の期間の算定については、次に掲げる期
間を除算する。 間を除算する。

～ 略 ～ 略(１) (11) (１) (11)
勤務時間条例第13条の規定による病気休暇 勤務時間条例第13条の規定による病気休暇(12) (12)

（公務上の負傷若しくは疾病若しくは地方公 （公務上の負傷若しくは疾病、地方公務員災
務員災害補償法（昭和42年法律第1 2 1号）第 害補償法（昭和42年法律第1 2 1号）第 2 条第
2 条第 2 項に規定する通勤による負傷若しく 2 項に規定する通勤による負傷若しくは疾病
は疾病（外国の地方公共団体の機関等に派遣 （外国の地方公共団体の機関等に派遣される
される職員の処遇等に関する条例（昭和63年 職員の処遇等に関する条例（昭和63年和歌山
和歌山県条例第 5号）第 3 条第 1 項に規定す 県条例第 5号）第 3 条第 1 項に規定する派遣
る派遣職員の派遣先の業務上の負傷若しくは 職員の派遣先の業務上の負傷若しくは疾病又
疾病又は同法第 2条第 2 項に規定する通勤に は同法第 2条第 2 項に規定する通勤による負
よる負傷若しくは疾病を含む。）又は公益的 傷若しくは疾病を含む。）、公益的法人等派
法人等派遣条例第 3条第 1 号に規定する派遣 遣条例第 3条第 1 号に規定する派遣職員若し
職員、公益的法人等派遣条例第12条第 1号に くは公益的法人等派遣条例第12条第 1号に規
規定する退職派遣者（次項において「退職派 定する退職派遣者（次項において「退職派遣
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   附 則 

 この規則は、平成31年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第17号 

 警察官の特地勤務手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成31年3月29日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正 

警察官の特地勤務手当に関する規則の一部を改正する規則 

 警察官の特地勤務手当に関する規則（昭和58年和歌山県人事委員会規則第3号）の一部を次のように改

正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

遣者」という。）若しくは民間資金等の活用 者」という。）の派遣先の業務上の負傷若し
による公共施設等の整備等の促進に関する法 くは疾病又は労働者災害補償保険法（昭和22
律（平成11年法律第1 1 7号）第79条第１項に 年法律第50号）第 7条第 2 項に規定する通勤
規定する地方派遣職員の派遣先の業務上の負 （派遣先の業務に係る就業の場所を地方公務
傷若しくは疾病若しくは労働者災害補償保険 員災害補償法第 2条第 2 項第 1 号及び第 2 号
法（昭和22年法律第50号）第 7条第 2 項に規 に規定する勤務場所とみなした場合に同項に
定する通勤（派遣先の業務に係る就業の場所 規定する通勤に該当するものに限る。）によ
を地方公務員災害補償法第 2条第 2 項第 1 号 る負傷若しくは疾病によるものを除く。）に
及び第 2 号に規定する勤務場所とみなした場 より勤務しなかった期間（第 5項において「
合に同項に規定する通勤に該当するものに限 病気休暇の期間」という。）から勤務時間条
る。）による負傷若しくは疾病によるものを 例第 3条第 1 項に規定する週休日、勤務時間
除く。）により勤務しなかった期間（第 5項 条例第 8条の 4 第 1 項の規定により割り振ら
において「病気休暇の期間」という。）から れた勤務時間の全部について同項に規定する
勤務時間条例第 3条第 1 項に規定する週休日 超勤代休時間を指定された日、勤務時間条例
、勤務時間条例第 8条の 4 第 1 項の規定によ 第 9条に規定する祝日法による休日及び年末
り割り振られた勤務時間の全部について同項 年始の休日並びに勤務時間条例第10条第 1項
に規定する超勤代休時間を指定された日、勤 に規定する代休日（以下「週休日等」という
務時間条例第 9条に規定する祝日法による休 。）を除いた日が30日を超える場合において
日及び年末年始の休日並びに勤務時間条例第 その勤務しなかった全期間
10条第 1項に規定する代休日（以下「週休日
等」という。）を除いた日が30日を超える場
合においてその勤務しなかった全期間
～ 略 ～ 略(13) (15) (13) (15)

3 ～ 5 略 3～ 5 略

（成績率） （成績率）
第 5条 成績率は、職員等の職務について監督す 第 5条 成績率は、職員等の職務について監督す

る地位にある者による勤務成績の証明に基づき る地位にある者による勤務成績の証明に基づき
、当該職員等が次の各号に掲げる職員等の区分 、当該職員等が次の各号に掲げる職員等の区分
に応じて、当該各号に掲げる割合の範囲内で、 に応じて、当該各号に掲げる割合の範囲内で、
基準日以前 6か月以内の期間における職員等の 基準日以前 6か月以内の期間における職員等の
勤務成績に応じて、任命権者が定めるものとす 勤務成績に応じて、任命権者が定めるものとす
る。 る。

地方公務員法第28条の 4第 1 項又は第28条 地方公務員法第28条の 4第 1 項又は第28条(１) (１)
の 5第 1 項の規定により採用された職員等（ の 5第 1 項の規定により採用された職員等（
次号において「再任用職員」という。）以外 次号において「再任用職員」という。）以外
の職員等 1 0 0分の1 8 5（職員条例第23条第 の職員等 1 0 0分の1 9 0（職員条例第23条第
2 項に規定する特定幹部職員及び警察職員条 2 項に規定する特定幹部職員及び警察職員条
例第21条第 2項に規定する特定幹部警察官（ 例第21条第 2項に規定する特定幹部警察官（
次号において「特定幹部職員等」という。） 次号において「特定幹部職員等」という。）
にあっては、1 0 0分の2 2 5） にあっては、1 0 0分の2 3 0）

再任用職員 1 0 0分の90（特定幹部職員等 再任用職員 1 0 0分の95（特定幹部職員等(２) (２)
にあっては、1 0 0分の1 1 0) にあっては、1 0 0分の1 1 5)

改 正 後 改 正 前

別表（第 2条、第 3 条関係） 別表（第 2条、第 3 条関係）

公署 所在地 級別区分 公署 所在地 級別区分
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   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第18号 

 管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成31年3月29日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正 

管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則 

 管理職員等の範囲を定める規則（昭和41年和歌山県人事委員会規則第19号）の一部を次のように改正す

る。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略 略

海南警察署 海草郡紀美野町毛原 略 海南警察署 海草郡紀美野町毛原 略
毛原宮警察 宮2 5 4番地12 毛原宮警察 宮2 5 4番地 5
官駐在所 官駐在所

略 略

改 正 後 改 正 前

別表（第 2 条関係） 別表（第 2 条関係）

機関 職 機関 職

議会事務局 事務局長 事務局次長 議会事務局 事務局長 事務局次長
課長（人事、労務を担当 課長（人事、労務を担当
する課長相当職を含む。 する課長相当職を含む。
） 室長 副課長 総務 ） 副課長 総務班長
班長

知 略 略 知 略 略
事 事
部 地 略 部 地 略
局 方 局 方

機 文書館 企画員 次長 機 文書館 参事 館長 次長
関 関

略 略

公営競技 参事 所長 次長 公営競技 所長 次長
事務所 事務所

略 略

世界遺産 所長 事務長 主幹 世界遺産 事務長 主幹
センター センター

略 略

和歌山下 所長 次長 南紀白浜 所長 次長
津港湾事 空港管理
務所 事務所

和歌山下 所長 次長
津港湾事
務所

教 本庁 教育企画監 局長 参事 教 本庁 局長 課長及び室長（人
育 課長及び室長（人事、 育 事、労務を担当する課長
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   附 則 

 この規則は、平成31年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第19号 

 和歌山県に公平委員会の事務を委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則の一部を改

正する規則を次のように定める。 

  平成31年3月29日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正 

和歌山県に公平委員会の事務を委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則の一

部を改正する規則 

 和歌山県に公平委員会の事務を委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則（平成29年

和歌山県人事委員会規則第13号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委 労務を担当する課長相当 委 相当職を含む。） 副課
員 職を含む。） 副課長 員 長 人事主事 課長補佐
会 人事主事 課長補佐（人 会 （人事、労務について課

事、労務について課長及 長及び室長を補佐する者
び室長を補佐する者に限 に限る。） 総務課、給
る。） 総務課、給与福 与福利課及び学校人事課
利課及び学校人事課の班 の班長、主任、分室長、
長、主任、分室長、主査 主査、副主査及び主事（
、副主査及び主事（人事 人事又は給与の企画に関
又は給与の企画に関する する事務を行う者に限る
事務を行う者に限る。） 。）

地 略 略 地 略 略
方 方
機 教育セン 所長 副所長 教育企画 機 教育セン 所長 副所長
関 ター学び 員 関 ター学び

の丘 の丘

略 略

略 略

人事委員会事務局 事務局長 課長 副課長 人事委員会事務局 事務局長 課長 副課長
主幹 課長補佐 主任 主任 係長 主査
主査

略 略

備考 略 備考 略

改 正 後 改 正 前

（管理職員等の範囲） （管理職員等の範囲）
第 2 条 事務委託団体の管理職員等は、別表第 1 第 2 条 事務委託団体の管理職員等は、別表第 1

から別表第46までの左欄に掲げる機関について から別表第45までの左欄に掲げる機関について
それぞれ同表の右欄に掲げる職を占める者とす それぞれ同表の右欄に掲げる職を占める者とす
る。 る。

別表第 3 （第 2 条関係） 別表第 3 （第 2 条関係）
美浜町の管理職員等の範囲 美浜町の管理職員等の範囲

機関 職 機関 職

略 略

教育委員会事務局 課長 主幹 教育委員会事務局 課長
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   附 則 

略 略

別表第 7 （第 2 条関係） 別表第 7 （第 2 条関係）
みなべ町の管理職員等の範囲 みなべ町の管理職員等の範囲

機関 職 機関 職

略 略

教育委員会事務局 課長 室長 副課長 主 教育委員会事務局 教育次長 課長 副課長
幹 主幹

農業委員会事務局 略 農業委員会事務局 略

うめ21研究センタ センター長
ー

略 略

別表第 9 （第 2 条関係） 別表第 9 （第 2 条関係）
白浜町の管理職員等の範囲 白浜町の管理職員等の範囲

機関 職 機関 職

略 略 略 略

町長部局 会計管理者 課長 副課 町長部局 会計管理者 課長 副課
長 危機管理室長 行政 長 危機管理室長 行政
改革室長 債権管理回収 改革室長 債権管理回収
室長 幼児対策室長 ね 室長 幼児対策室長 ね
んりんピック推進室長 んりんピック推進室長

高速道路対策室長

略 略

別表第20（第 2 条関係）
有田聖苑事務組合の管理職員等の範囲

機関 職

事務局 会計管理者

別表第21（第 2 条関係） 別表第20（第 2 条関係）
御坊市外五ヶ町病院経営事務組合の管理職員等 御坊市外五ヶ町病院経営事務組合の管理職員等
の範囲 の範囲

機関 職 機関 職

国保日高総合病院 院長 副院長 診療部長 国保日高総合病院 院長 副院長 診療部長
部長 医長 科長 薬 部長 医長 科長 薬

剤部長 副薬剤部長 事 剤部長 副薬剤部長 事
務長 次長 課長 課長 務長 次長 課長 課長
補佐 看護部長 副看護 補佐 看護部長 副看護
部長 看護師長 副看護 部長 看護師長 主任助
師長 産師 主任看護師

略 略 略 略

別表第22～別表第46 略 別表第21～別表第45 略



    和歌山県報  号外（5） 平成 31 年 3 月 29 日（金曜日） 

－ 17 － 

 この規則は、平成31年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第20号 

 職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成31年3月29日 

和歌山県人事委員会委員長 平 田 健 正 

職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

 職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成7年和歌山県人事委員会規則第1号）の一部を次のように改

正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改 正 後 改 正 前

（時間外勤務を命ずる際の考慮） （時間外勤務を命ずる際の考慮）
第 8 条 任命権者は、職員に超過勤務（条例第 8 第 8 条 任命権者は、条例第 8 条第 2 項の規定に

条第 2 項の規定に基づき命ぜられて行う勤務を 基づき正規の勤務時間以外の時間において職員
いう。以下同じ。）を命ずる場合には、職員の に勤務することを命ずる場合には、職員の健康
健康及び福祉を害しないように考慮しなければ 及び福祉を害しないように考慮しなければなら
ならない。 ない。

2 任命権者は、育児短時間勤務職員等、再任用 2 任命権者は、条例第 8 条第 2 項の規定に基づ
短時間勤務職員（条例第 2 条第 3 項に規定する き正規の勤務時間以外の時間において育児短時
再任用短時間勤務職員をいう。以下同じ。）及 間勤務職員等、再任用短時間勤務職員（条例第
び任期付短時間勤務職員（同条第 4 項に規定す 2 条第 3 項に規定する再任用短時間勤務職員を
る任期付短時間勤務職員をいう。以下同じ。） いう。以下同じ。）及び任期付短時間勤務職員
に超過勤務を命ずる場合には、育児短時間勤務 （同条第 4 項に規定する任期付短時間勤務職員
職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時 をいう。以下同じ。）に勤務することを命ずる
間勤務職員の正規の勤務時間が常時勤務を要す 場合には、育児短時間勤務職員等、再任用短時
る職を占める職員の正規の勤務時間より短く定 間勤務職員及び任期付短時間勤務職員の正規の
められている趣旨に十分留意しなければならな 勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の
い。 正規の勤務時間より短く定められている趣旨に

十分留意しなければならない。

（超過勤務を命ずる時間及び月数の上限）
第 8 条の 2 任命権者は、職員（人事委員会が別

に定める職員を除く。以下この条において同じ
。）に超過勤務を命ずる場合には、次の各号に
掲げる職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に
定める時間及び月数の範囲内で必要最小限の超
過勤務を命ずるものとする。

次号に規定する部署以外の部署に勤務する(１)
職員 次に掲げる職員の区分に応じ、それぞ
れ次に定める時間及び月数（アにあっては、
時間）
ア イに掲げる職員以外の職員 次の 及び(ア)

に定める時間(イ)
1 か月において超過勤務を命ずる時間(ア)

について45時間
1 年において超過勤務を命ずる時間に(イ)

ついて3 6 0時間
イ 1 年において勤務する部署が次号に規定

する部署からこの号に規定する部署となっ
た職員 次の 及び に定める時間及び月(ア) (イ)
数

1 年において超過勤務を命ずる時間に(ア)
ついて7 2 0時間

ア及び次号（イを除く。）に規定する(イ)
時間及び月数並びに職員の健康及び福祉
を考慮して、人事委員会が定める期間に
おいて人事委員会が定める時間及び月数

他律的業務（業務量、業務の実施時期その(２)
他の業務の遂行に関する事項を自ら決定する
ことが困難な業務をいう。）の比重が高い部
署として任命権者が指定するものに勤務する
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職員 次のアからエまでに定める時間及び月
数
ア 1 か月において超過勤務を命ずる時間に

ついて1 0 0時間未満
イ 1 年において超過勤務を命ずる時間につ

いて7 2 0時間
ウ 1 か月ごとに区分した各期間に当該各期

間の直前の 1 か月、 2 か月、 3 か月、 4 か
月及び 5 か月の期間を加えたそれぞれの期
間において超過勤務を命ずる時間の 1 か月
当たりの平均時間について80時間

エ 1 年のうち 1 か月において45時間を超え
て超過勤務を命ずる月数について 6 か月

2 任命権者が、特例業務（重要な業務であって
特に緊急に処理することを要するものと任命権
者が認めるものをいう。以下この項において同
じ。）に従事する職員に対し、前項各号に規定
する時間又は月数を超えて超過勤務を命ずる必
要がある場合については、同項（当該超えるこ
ととなる時間又は月数に係る部分に限る。）の
規定は、適用しない。人事委員会が定める期間
において特例業務に従事していた職員に対し、
同項各号に規定する時間又は月数を超えて超過
勤務を命ずる必要がある場合として人事委員会
が定める場合も、同様とする。

3 任命権者は、前項の規定により、第 1 項各号
に規定する時間又は月数を超えて職員に超過勤
務を命ずる場合には、当該超えた部分の超過勤
務を必要最小限のものとし、かつ、当該職員の
健康の確保に最大限の配慮をするとともに、当
該超過勤務を命じた日が属する当該時間又は月
数の算定に係る 1 年の末日の翌日から起算して
6 か月以内に、当該超過勤務に係る要因の整理
、分析及び検証を行わなければならない。

4 前 3 項に定めるもののほか、職員に超過勤務
を命ずる場合における時間及び月数の上限に関
し必要な事項は、人事委員会が定める。

第 8 条の 3 ～第 8 条の 5 略 第 8 条の 2 ～第 8 条の 4 略

（育児を行う職員の深夜勤務の制限の請求手続 （育児を行う職員の深夜勤務の制限の請求手続
等） 等）

第 8 条の 6 略 第 8 条の 5 略
2 ・ 3 略 2 ・ 3 略
4 第 8 条の 4 第 5 項の規定は、第 1 項の規定に 4 第 8 条の 3 第 5 項の規定は、第 1 項の規定に
よる請求について準用する。 よる請求について準用する。

5 略 5 略

（育児を行う職員の時間外勤務の制限の請求手 （育児を行う職員の時間外勤務の制限の請求手
続等） 続等）

第 8 条の 7 略 第 8 条の 6 略
2 ～ 5 略 2 ～ 5 略
6 第 8 条の 4 第 5 項の規定は、第 1項の規定に 6 第 8 条の 3 第 5 項の規定は、第 1項の規定に
よる請求について準用する。 よる請求について準用する。

7 ～11 略 7 ～11 略

（介護を行う職員の早出遅出勤務並びに深夜勤 （介護を行う職員の早出遅出勤務並びに深夜勤
務及び時間外勤務の制限の請求手続等） 務及び時間外勤務の制限の請求手続等）

第 8 条の 8 第 8 条の 4 （第 6 項第 3 号から第 5 第 8 条の 7 第 8 条の 3 （第 6 項第 3 号から第 5
号までを除く。）、第 8 条の 6 （第 5 項第 3 号 号までを除く。）、第 8 条の 5 （第 5 項第 3 号
から第 5 号までを除く。）及び前条の規定（第 から第 5 号までを除く。）及び前条の規定（第
7 項第 3 号から第 5 号までを除く。）は、条例 7 項第 3 号から第 5 号までを除く。）は、条例
第15条第 1 項に規定する要介護者（以下「要介 第15条第 1項に規定する要介護者（以下「要介
護者」という。）を介護する職員について準用 護者」という。）を介護する職員について準用
する。この場合において、第 8 条の 4 第 6 項第 する。この場合において、第 8 条の 3 第 6 項第
1 号、第 8 条の 6 第 5 項第 1 号及び前条第 7 項 1 号、第 8 条の 5 第 5 項第 1号及び前条第 7 項
第 1 号中「子」とあるのは「条例第15条第 1項 第 1号中「子」とあるのは「条例第15条第 1 項
に規定する要介護者」と、第 8 条の 4 第 6 項第 に規定する要介護者」と、第 8 条の 3 第 6 項第
2 号、第 8 条の 6 第 5 項第 2 号及び前条第 7 項 2 号、第 8 条の 5 第 5 項第 2 号及び前条第 7 項
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第 2 号中「子が離縁又は養子縁組の取消しによ 第 2 号中「子が離縁又は養子縁組の取消しによ
り当該請求をした職員の子でなくなった」とあ り当該請求をした職員の子でなくなった」とあ
るのは「条例第15条第 1 項に規定する要介護者 るのは「条例第15条第 1項に規定する要介護者
と当該請求をした職員との親族関係が消滅した と当該請求をした職員との親族関係が消滅した
」と、前条第 8 項中「次の各号」とあるのは「 」と、前条第 8 項中「次の各号」とあるのは「
前項第 1 号又は第 2 号」と読み替えるものとす 前項第 1号又は第 2 号」と読み替えるものとす
る。 る。

第 8 条の 9 略 第 8 条の 8 略

（病気休暇） （病気休暇）
第13条 条例第13条の人事委員会規則で定める病 第13条 条例第13条の人事委員会規則で定める病

気休暇の期間は、医師の証明等に基づき、次の 気休暇の期間は、医師の証明等に基づき、次の
各号に掲げる負傷又は疾病の区分に応じ、それ 各号に掲げる負傷又は疾病の区分に応じ、それ
ぞれ当該各号に定める期間とする。 ぞれ当該各号に定める期間とする。

・ 略 ・ 略(１) (２) (１) (２)
公務上の負傷若しくは疾病若しくは地方公 公務上の負傷若しくは疾病若しくは地方公(３) (３)

務員災害補償法（昭和42年法律第1 2 1号。以 務員災害補償法（昭和42年法律第1 2 1号。以
下「補償法」という。）第 2 条第 2 項に規定 下「補償法」という。）第 2 条第 2 項に規定
する通勤による負傷若しくは疾病（外国の地 する通勤による負傷若しくは疾病（外国の地
方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇 方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇
等に関する条例（昭和63年和歌山県条例第 5 等に関する条例（昭和63年和歌山県条例第 5
号）第 3 条第 1 項に規定する派遣職員の派遣 号）第 3 条第 1 項に規定する派遣職員の派遣
先の業務上の負傷若しくは疾病又は補償法第 先の業務上の負傷若しくは疾病又は補償法第
2 条第 2 項に規定する通勤による負傷若しく 2 条第 2 項に規定する通勤による負傷若しく
は疾病を含む。）又は公益的法人等への職員 は疾病を含む。）又は公益的法人等への職員
の派遣等に関する条例（平成13年和歌山県条 の派遣等に関する条例（平成13年和歌山県条
例第56号。以下「公益的法人等派遣条例」と 例第56号。以下「公益的法人等派遣条例」と
いう。）第 3 条第 1 号に規定する派遣職員、 いう。）第 3条第 1 号に規定する派遣職員若
公益的法人等派遣条例第12条第 1 号に規定す しくは公益的法人等派遣条例第12条第 1 号に
る退職派遣者若しくは民間資金等の活用によ 規定する退職派遣者の派遣先の業務上の負傷
る公共施設等の整備等の促進に関する法律（ 若しくは疾病若しくは労働者災害補償保険法
平成11年法律第1 1 7号）第79条第 1 項に規定 （昭和22年法律第50号）第 7 条第 2 項に規定
する地方派遣職員の派遣先の業務上の負傷若 する通勤（派遣先の業務に係る就業の場所を
しくは疾病若しくは労働者災害補償保険法（ 補償法第 2 条第 2 項第 1 号及び第 2 号に規定
昭和22年法律第50号）第 7 条第 2 項に規定す する勤務場所とみなした場合に同条に規定す
る通勤（派遣先の業務に係る就業の場所を補 る通勤に該当するものに限る。）による負傷
償法第 2 条第 2 項第 1 号及び第 2 号に規定す 若しくは疾病 任命権者が必要と認める期間
る勤務場所とみなした場合に同条に規定する
通勤に該当するものに限る。）による負傷若
しくは疾病 任命権者が必要と認める期間

2 略 2 略

（特別休暇） （特別休暇）
第14条 条例第14条の人事委員会規則で定める場 第14条 条例第14条の人事委員会規則で定める場

合は、次の各号に掲げる場合とし、その期間は 合は、次の各号に掲げる場合とし、その期間は
、当該各号に掲げる期間とする。 、当該各号に掲げる期間とする。

～ 略 ～ 略(１) (６) (１) (６)
妊娠中の女子職員がつわりのため勤務する 妊娠中の女子職員がつわりのため勤務する(７) (７)

ことが著しく困難であると認められる場合 ことが著しく困難であると認められる場合
10日を超えない範囲内で必要と認められる期 7日を超えない範囲内で必要と認められる期
間 間
～ 略 ～ 略(８) (24) (８) (24)

2 ～ 4 略 2～ 4 略

別記第 1号様式（第 8 条の 4 、第 8 条の 6 、第 8 別記第 1号様式（第 8 条の 3 、第 8 条の 5 、第 8
条の 7及び第 8 条の 8 関係） 条の 6及び第 8 条の 7 関係）
□ 早出遅出勤務請求書 □ 早出遅出勤務請求書
□ 深夜勤務制限請求書 □ 深夜勤務制限請求書
□ 時間外勤務制限請求書 □ 時間外勤務制限請求書

略 略

（注） （注）
1について 1について

「続柄等」欄には、請求に係る子又 「続柄等」欄には、請求に係る子又(１) (１)
は要介護者の請求者との続柄等（請求 は要介護者の請求者との続柄等（請求
に係る子が職員の勤務時間、休暇等に に係る子が職員の勤務時間、休暇等に
関する規則第 8条の 3 に規定する特別 関する規則第 8条の 2 に規定する特別
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   附 則 

 （施行期日） 

1 この規則は、平成31年4月1日から施行する。 

 （経過措置） 

2 平成31年8月31日までの間におけるこの規則による改正後の第8条の2第1項第2号（ウに係る部分に限

る。）の規定の適用については、同号ウ中「5か月の期間」とあるのは、「5か月の期間（平成31年4月以

後の期間に限る。）」とする。 

 

 

 

 

養子縁組の成立前の監護対象者等に該 養子縁組の成立前の監護対象者等に該
当する場合にあっては、その事実）を 当する場合にあっては、その事実）を
記入する。 記入する。

略 略(２) (２)
略 略

別記第 2号様式（第 8 条の 4 、第 8 条の 6 、第 8 別記第 2号様式（第 8 条の 3 、第 8 条の 5 、第 8
条の 7及び第 8 条の 8 関係） 条の 6及び第 8 条の 7 関係）
略 略
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